
【様式１】
令和４年度　デジタル統括室運営方針

（室長：鶴見　一裕）

◆計画

室の目標（何をめざすのか）

徹底したICTの活用により、市民サービスの向上や行政運営の効率化等を推進し、豊かな大阪の実現と市民の暮らしの満足度向
上をめざす。

経営課題の概要 主な戦略

【経営課題１】ICTを活用した便利・快適で、安全・安心できる市民
生活の実現

【１－１ 行政手続きのオンライン化とBPR（改革の柱1-1）】
申請数が多い手続きや子育てや介護に係る手続きなど窓口に直
接手続きに訪れることが難しい方に関係する手続きから優先的
に、業務特性等を勘案しつつ、段階的にオンライン化を実現して
いくとともに、申請手続きを含めた一連の業務プロセス全体の見
直し等のBPRを行う。

室の使命（どのような役割を担うのか）

・デジタル社会にふさわしい都市の実現に向け、困難な課題にも果敢に挑戦し、新たなICT の積極的な採用やデータの活用など、
本市のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を推進する。
・全市的なICTの全体最適化が図られるよう各区・局･室の指導･調整その他の支援を行う。

令和４年度　室運営の基本的な考え方（室長の方針）

・市民の利便性向上や行政事務の効率化に加え、新型コロナウイルス感染拡大防止や新しい生活様式にも対応していくため、手
続きのオンライン化をはじめとした行政のデジタル化を進めるとともに、ICTでできることは原則的にICTを活用する方針（デジタル
ファースト）で市民サービスの質の向上に取り組む。
・官民で保有されているデータを有効活用し、新たな価値を持つ公共サービスに変革するために、行政や企業等各主体のデータを
連携させる仕組みの構築に向けた取組を進めていく。
・大阪市ICT戦略及び大阪市ICT戦略アクションプラン（以下「アクションプラン等」という。）を着実に実施し、全市的なICTの徹底活用
を推進するとともに、ＤＸを推進していくための新たな計画の策定と推進体制を構築する。

重点的に取り組む主な経営課題（様式２）

主な具体的取組（４年度予算額）

【１－１－１ 行政手続きのオンライン化・行政サービスのリモート化推進】（予算額　86百万円）

経営課題の概要 主な戦略

【経営課題２】ICTを活用した効率的・効果的な行政運営の実現 【２－１ 自治体ＤＸの推進に必要となる情報システム及びICTイン
フラの刷新（改革の柱1-1，3-1）】
 国の指定する住民基本台帳事務などの20業務については、「ガ
バメントクラウド（Gov-Cloud）」の活用を前提に2025年度末まで
に国の策定する標準仕様に準拠した情報システムへ移行する。
また、それ以外の業務については、本市共通クラウドの利用を念
頭に情報システム及びICTインフラの刷新を図る。

【２－２ 最先端テクノロジーの活用（改革の柱1-1）】
次々と生み出される最先端テクノロジーについて積極的に情報
収集に努め、企業・研究機関等との連携を推進するとともに、有
望なテクノロジーについては実証実験に取組み、検証を経て本
格実装を進め、本市業務の効率化・高度化及び市民サービスの
向上を推進する。

主な具体的取組（４年度予算額）

【２－１－１ 情報システムの標準化】（予算額　413百万円）
【２－１－２ 大阪市共通クラウドの整備】（予算額　916百万円）
【２－１－３ ICTインフラの再整備】（予算額　579百万円）
【２－２－１ AI及びローコードツールの活用】（予算額　19百万円）
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【様式１】
経営課題の概要 主な戦略

【経営課題３】データ活用による公共サービスの変革 【３－１ データ活用の推進（改革の柱1-1）】
・利用者にとって使い勝手が良い質の高いオープンデータの維持
に努めるとともに、さらなるデータセットの充実に取り組む。
・データを活用することが有効・有益であることをすべての職員が
実感できるように、データ活用による具体事例の実用化に向けて
調査、研究、実証等に取り組む。

【３－２ データ連携基盤を核としたスーパーシティ構想の実現】
官民で保有されている様々なデータを有効活用し、新たな価値を
持つ公共サービスに変革することで、便利・快適で、安全・安心で
きる市民生活を実現する。また、そのような都市の先行実現に向
けて、行政や企業等各主体のデータを分野横断的に連携する仕
組みである「データ連携基盤」を核としたスーパーシティ構想の実
現をめざす。

・テレワークのしやすい職員間の連絡方法・情報共有方法の改善。
・Microsoft Teamsの音声通話、Web会議機能の活用推進。

主な具体的取組（４年度予算額）

【３－１－１ オープンデータの推進】（予算額　0円）
【３－１－２ データ分析に基づく事業施策立案（EBPM）の推進】（予算額　6百万円）
【３－２－１ スーパーシティ基本構想の策定（データ連携基盤の調査検討）】（予算額　48百万円）

「市政改革プラン3.1」に基づく取組等（様式３）

主な取組項目 取組内容

「OJT（現場での教育・指導）」、「Off-JT（業
務から離れての教育）」、「SDS（自主的な
能力開発の支援」の３つを柱とし、そのうち
OJTをベースに、補完的に適切なタイミン
グで適切な内容のOff-JTを実施する。ま
た、OJTやOff-JTの下支えとして自主的に
能力開発に取り組めるよう、組織として支
援を行う。

・当室が開催する研修や外部研修等の活用を通じて、Off-JTを実施する。特に配属1
年目の係員などに対しては、積極的な研修受講を促し、能力の向上を図る。
・当室におけるOJTの基本的な考え方と職員に課された責務を理解させるとともに、
OJTが実施できる体制を整える。
・Off-JTで学んできたことを業務の中で実践できるような場面や機会を設け、OJTを行
うとともに、Off-JTの成果の把握に努める。
・デジタル分野関連書籍等の閲覧環境の整備を通じて、SDSを実施する。

主な取組項目 取組内容

新型コロナウィルスなどの感染状況に関わ
らず、職員が計画的にテレワークを行う。

１年間の取組成果と今後取り組みたいこと

　運営方針において重点的に取り組むとしていた取組も含め、ＩＣＴ戦略アクションプランに記載した取組については概ね計画どおり
に進捗しており、令和４年４月にはＩＣＴ戦略アクションプランを改訂し、デジタル社会の実現に向けて取組を進めている。
　合わせて、令和４年４月には、「大阪市ＤＸ戦略」の策定に先立ち、日々進歩するデジタル技術やデータを活用し、大胆に業務を見
直すことによって、行政サービスの向上と徹底した業務効率化を図る＝デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を進めていくための
基本方針や方向性を示した「Re-Designおおさか～大阪市ＤＸ戦略の基本的な考え方～」を策定した。
　令和５年３月には、その基本方針を踏まえて、データやデジタル技術の活用を前提に、サービス利用者の目線で、本市のまちや
地域のあり方、サービスや行政のあり方を再デザインし、社会環境の変化にも的確に対応していくことにより、本市で生活、経済活
動を行う多様な人々がそれぞれの幸せ（Well-being）を実感できる都市への成長・発展をめざし、本市におけるＤＸを推進していく取
組方針となる「Re-Designおおさか ～大阪市ＤＸ戦略～」を策定し、全庁的な推進体制を整備した。

解決すべき課題と今後の改善方向

　今後、本市のあらゆる行政分野・施策を対象とし、各々の事業を所管する各部局が主体となって積極的にＤＸを進めていく必要が
あることから、職員一人ひとりがＤＸの必要性と意義を理解し、自らＤＸに取り組むというマインドを醸成するために、ＤＸの推進に向
けた人材育成の取組を進め、デジタル統括室としても各部局の取組の企画構想段階からの支援など緊密に連携しながらＤＸを推進
していく。

◆自己評価
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